（試用期間）
第6条 　労働者として新たに採用した者については、採用した日から　３か月間を試用期間とする。
２　前項について、会社が採用時の評価及び試用期間中の業務遂行状況等を勘案し、特に認めたときは、試用期間を短縮し、又は設けないことがある。
３　会社は労働者の試用期間中の業務遂行能力・適性を判断するために、試用期間を最長６か月まで延長することができる。

４　試用期間は、勤続年数に通算する。
５　試用期間中または試用期間満了時に労働者が次の各号のいずれかに該当し、労働者として不適格であると認められたときは、会社は採用を取り消し、本採用を行わない。
　①　遅刻・早退及び欠勤が多い、又は休みがちである等、出勤状況が悪いとき。
　②　無断欠勤が３日続き、本人と連絡が取れないとき。
③　上長・所属長の指示に従わない、同僚との協調性がない、仕事に対する意欲が欠如している、又は勤務態度が悪いとき。

④　必要な教育は施したが会社が求める能力に足りず、かつ、改善の見込みも薄い等、能力が不足すると認められるとき。

⑤　暴力団員や暴力団関係者と関わりがあることが判明したとき。

⑥　採用選考時又は採用決定時の提出書類に偽りの記載をし、又は面接時において事実と異なる経歴等を告知していたことが判明し、会社との信頼関係を維持することが困難になったとき。

⑦　入社時の必要書類を提出しないとき。

⑧　健康状態（精神の状態を含む。）が悪く、勤務の継続が難しいと判断されたとき。

⑧　会社の労働者としてふさわしくないと認められるとき。

⑨　第〇条の遵守事項その他この規則の規定に従わない又は違反したとき。

⑩　第〇条の解雇事由に該当するとき。

⑪　その他前各号に準ずる事由
６　採用の取り消しは、試用期間満了前もしくは試用期間満了時に行うことができる。この場合において、採用の日から１４日を経過していたときは、第51条２項（解雇予告）の規定により手続きを行う。
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